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　　　午前９時３０分　開会
○折笠委員長　　　ただいまから産業集積対策特別委員会を開会する。
　出席委員は１１名で定足数に達している。
　お諮りする。本日の委員会傍聴を許可することに異議ないか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○折笠委員長　　　異議ないので、これを許可する。
　これより審査に入る
　　　　　　　　　　　　　　　◇○◇
　　　産業集積に関する調査研究について

○折笠委員長　　　産業集積に関する調査研究についてを議題とする。
最初に、担当部局から提出されている資料について、説明をお願いする。
○戸塚経済部長　　　さがみはら産業集積促進方策ＳＴＥＰ５０の取り組みについて説明する。本日報告する内容については資料を配付しているが、説明は正面のスクリーンに投影するものをごらんいただきながら行いたい。
　内容については、１、産業集積促進条例の適用状況等、２、大野台地区工場集団化事業の取り組み状況について説明する。
　初めに、産業集積促進条例の適用状況等として、事業計画認定状況について説明する。
　本年７月に開催された本特別委員会において、産業集積促進条例に基づく事業計画の認定状況について報告したが、その後８月に４件を認定して、明日１１月９日に６件を認定する予定である。予定のものを含めると、合計３６件の事業計画を認定することとなる。事業計画の内訳としては、市外企業の新規立地が３件、市内企業の工場新設が２４件、市内中小企業の工場増設が３件、工場移設が１件、貸し工場の建設が１件、工業用地の継承が４件となっている。立地等にかかる投資額は、合計で４５０億円の見込みとなっている。今後も引き続き本制度の活用を図りながら、企業立地の促進を図っていきたいと考えている。
　ここで、認定した企業の新工場の様子を幾つか写真で紹介する。
　この写真は、小山に建設している横河電機株式会社の新相模原事業所である。１２月に予定している竣工式を目指して、現在、工事が進められている。地上５階建て、延べ床面積２万８，０００平方メートルの建物で、光通信分野の半導体関連製品の研究、開発、製造の拠点事業所として期待されている。
　次の写真は、津久井町三ケ木に完成した株式会社テクノバースの新工場である。この会社は淵野辺などで工場を借りて操業していたが、敷地面積約３，４００平方メートルの土地を購入して新工場を建設して、今月１２日に落成式を迎えることとなった。新天地において、新規従業員に地元の方を採用するなど、できるだけ地域に貢献できる会社を目指していきたいといった抱負を伺っている。
　次の写真だが、下九沢に完成した貸し工場である。土地所有者が、敷地面積約１，２００平方メートルの土地に、平屋建て、床面積約６００平方メートルの工場を建設したものである。この場所から１００メートルほど離れたところで、熱交換機部品の設計、製造などを行っている中小企業が借用し、第２工場として７月から操業している。
　ただいま紹介した津久井地域における企業立地や貸し工場については、それぞれまだ１件ずつの認定となっているので、今後、さらに活用が図られるよう取り組んでいきたいと考えている。
　次に、産業集積促進方策の一つである工業用地の保全に関連して、工業系地区計画の取り組みについて説明する。
　現在、工業系地区計画を検討している場所は、田名の赤坂工業団地、清水原工業団地及びその周辺の約１０ヘクタールである。
　工業地域や準工業地域などの工業系用途地域においては、工場と住宅が混在することによる、さまざまな弊害が生じている。市では、こうした地域における住宅開発の事業者に対し、工場の操業環境と住環境の調和が図られるよう、要綱に基づく指導などを行っているが、今回新たに、都市計画法に基づく地区計画制度を活用し、住工混在の進行を未然に防ぐことを目的として、工場の操業環境の確保を優先する地域づくりに取り組むものである。
　地区計画に定める内容としては、地区内において、住宅やパチンコ店、マージャン店など工業地に適さない建物について、建築制限を加えることを主なものとして考えている。こうした制限により、良好な操業環境を保全していこうという考えである。このような工業系の地区計画としては、テクノパイル田名工業団地を建設する際に定めている事例はあるが、既存の工業集積地に設定する取り組みは、市内では初めてである。
　地図におとしている赤い縁取りの黄色の範囲が検討区域である。この区域については、工業団地とはいいながらも、都市計画の用途が工業地域で、建築基準法上、住宅建設が可能な場所となっている。また、工業団地建設から約２５年が経過しており、立地企業が変わってきていることなどの事情もあって、現在の良好な操業環境が今後も保たれていくのか、心配されている。これまでに団地組合や周辺事業者の方々などに地区計画制度について説明して、おおむね趣旨について理解をもらっている。今後は、地元の方々による運営協議会の立ち上げなど、都市計画の手続に向けた取り組みを進めていきたいと考えている。なお、検討区域の外側にも多くの工場が操業しているが、既に住宅が混在している状況があるので、今回の検討区域に入れることは難しいと思われ、外している。
　次に、企業立地マッチング促進事業について説明する。本事業は、テクノパイル田名工業団地内の分譲地が昨年で完売したこと、また、新たな産業用地を直ちに創出することが困難なことから、市内に工場用地を求める企業からの問い合わせに対して、市から紹介できる土地がないことから、土地情報に詳しい不動産関係の方々に協力してもらい、企業立地促進の強化及び実現化を図ろうというねらいを持って、取り組みを始めたものである。
さがみはら産業集積促進方策の趣旨を理解して、企業立地の促進を市と協力して行ってもらえる事業者を企業立地コーディネーターとして登録し、市に相談してきた企業からの立地希望の条件に合う土地を探してもらうものである。これまでであれば住宅用地として扱ってきた物件について、工場用地として取引できるか、コーディネーターである不動産関係の方々に検討してもらい、事業用地としての活用につなげていくことができればと考えている。
本事業は本年６月にスタートしたが、事業実施に当たり、コーディネーターとして１６社の事業所に登録してもらった。これまでに立地希望企業からの申請は３件で、売買契約の成立まで至ったものは、そのうち１件という実績である。窓口や電話での相談、問い合わせはかなりあるが、申請件数は当初の予想より少ない状況になっている。これは会社名等、必要事項を記入した申請書を提出してもらう手続をとっていることから、会社名を伏せて立地場所を探したいという企業の思惑と、若干のずれが生じていることが原因かと思われる。今後、立地希望企業やコーディネーターなどから意見を伺うなどして、本制度の実効性を高めていきたいと考えている。
この図は、本事業の流れをあらわしたものである。一番左側にある①として、初めに、立地希望企業から市に立地相談の申請がある。その申請を受けて、市はコーディネーターに情報提供を依頼し、コーディネーターは適地を探し、適地があれば市に報告をあげてもらう。市はその情報を企業に提供し、その中に企業が希望する土地があれば、その情報を扱っているコーディネーターに連絡する。その後、コーディネーターが媒介して、当事者間で、売買の交渉、契約の締結をしてもらうことになる。売買契約が成立した場合には、市からコーディネーターに対し、平方当たり１００円の事業協力金を支払うもので、上限は１００万円としている。
以上で、産業集積促進条例の適用状況等の説明を終わる。
　続いて、新たな工業系産業用地の創出策の一つとして取り組んでいる、大野台地区工場集団化事業の取り組みについて説明する。
　本事業については、７月の本委員会において事業の概要等を説明したが、その後の進捗状況について報告する。
　事業予定地は、ゲーマーぶどう園の跡地である。当該地は市街化調整区域内にあり、北東側及び北西側が準工業地域に接している。予定地の面積は約５．７ヘクタールあって、現況は、ブドウ畑のほか、事務所などの建物がある。
工業団地の事業主体は、参画する中小企業による協同組合だが、現在は、７月に発足した準備会が母体となって事業を進めている。これまでの準備会の取り組みについては、神奈川県に高度化事業計画概要書を提出するとともに、用地取得に向けて、地権者と交渉を重ねているところである。今後は、地権者交渉にやや時間を要していることなどから、スケジュールに若干おくれは出ているが、おおむね当初の予定どおり、平成２１年春の操業開始を目指していく考えであると伺っている。
準備会への企業の参加状況だが、現在、１１社の企業が参加の意向を示していると伺っている。５月に商工会議所工業部会の会員に対して募集をかけたところ、参加したいとの声が多数あったが、その後、諸事情によって、参加申し出を取り下げるところが出てきた。このため、敷地面積にまだ余裕があることから、募集の呼びかけを市内企業だけでなく市外にも広げて、現在、募っている。
また、用地交渉状況については、基本的には合意しているが、売買価格などについて、目下、調整中だと伺っている。市としても、本事業が順調に進むよう、積極的に協力、支援していきたいと考えている。
以上で、さがみはら産業集積促進方策の取り組みの説明を終わる。
本特別委員会において、委員の皆様の意見をいただき、今後とも、よりよい方策にしていきたいと考えているので、よろしくお願いする。
○折笠委員長　　　ただいまの説明に対して、質疑があったらお願いする。
○藤井委員　　　最初の産業集積促進条例の適用状況にかかわって伺う。９月の定例議会のときにも議論されたと思うが、この条例によって、市内での雇用の拡大ということが一つ期待されていると思う。その辺の現状と評価を、９月議会以降の状況も含めて改めて伺いたい。
○新津企業立地推進室長　　　雇用の状況だが、９月議会のときにも言ったが、私ども、認定をする際に、企業から出されている人数と、それから、実際に募集をかけて、就職、新規雇用が決まったものと若干の開きがあるが、いずれにしても、企業としては、最善の努力をして、より業績を伸ばしたいという形で募集をかけている。実際のところ、雇用が若干生まれているのに差があるという状況である。あしたの認定前の状況だが、操業前と操業後で社員の増と見込まれている人数については、正規、パートを含めて２０２名の増と見込んでいる。
○藤井委員　　　この条例ができるときに、企業といろいろ協定を結んで、地域経済への貢献についても求めていくということだったと思うが、これらの認定された企業と協定書を結んでいる中で、その協定書には、雇用のことについては、どううたわれているのか。
○新津企業立地推進室長　　　雇用については、事前協議の中で、相模原市民の雇用の拡大及び市内企業との交流に努めるという形で協定書に明記している。
○藤井委員　　　雇用の拡大という中で、実際にはパートとか、正社員とか、あるいは派遣とか、いろいろあると思うが、やはり、正社員としての雇用を積極的に求めてほしいと思うが、市としてはどう考えているのか。
○新津企業立地推進室長　　　雇用については、正規雇用を進めたいと考えている。
○藤井委員　　　先ほど、社員増は２０２名という答えだったが、９月の議会のときにも、正社員がゼロという企業もあり、先ほども出た、とりわけ一番大きな横河電機の場合、正社員がゼロでパート２０名だったか、そういう数字が出たと思うが、これは余りにも残念な結果ではないか。まして横河電機の場合は、この条例ができる前に、既に相模原への立地ということが方針としてあって進めていたことも承知しているので、あえて５億円もの補助金というか奨励金を出すわけだから、正社員ゼロということについて、市はどう評価し、考えているのか。
○新津企業立地推進室長　　　横河電機の場合には、現在、三鷹だったか、そちらで操業している部分で、新規に企業として立ち上げた部分を相模原市に新工場を設け、そこで製品の開発、研究から製造までを一手に行うという新拠点をこちらへ移すと聞いている。
　それで、そのためには、当然、技術者が移動してくるというのが前提になろうかと思うが、その面で、軌道に乗るまでは、恐らく、新規の雇用を控えたものと考えている。その他の部分でパートで対応できる部分について、２０名のパート雇用をいただいたと考えている。
○藤井委員　　　そうすると、軌道に乗ったら、正社員の雇用も期待できると受けとめているのか。
○新津企業立地推進室長　　　企業側からの話を聞くと、現在の社員の中にも、相模原市から既に今の工場へ行っている者もいるという答えももらっている。それから、当然、年齢による社員の入れかえ等もあると思うが、企業なので、相模原市民に限って採用するということは望めないとは思っているが、あらゆる機会をとらえて、相模原市民の雇用をお願いするように努めていきたいと思う。
○藤井委員　　　企業は企業でいろいろ戦略とか方針があるとは思うが、市民の側からすると、５億円以上の税金を出すということだから、やはり正社員の雇用を中心にして、市としては雇用の拡大を積極的に図るべきと思うので、そこはぜひ今後もお願いしたいと思う。
○阿部委員　　　２の大野台地区工場集団化事業の取り組みについて伺う。
　ここの、今、ぶどう園のところだが、住宅地もすぐ近くにあって、企業から話をちょっと知りたいというふうに私も聞いたことがあるが、話をすると、車がどういう流れになるのかとか、工場がどういうふうに地域と一緒にやっていくのかとか、企業もそういうのを心配しているし、地域の方々もその辺をちょっと気にしている。今、用地交渉状況のところでは、土地の価格の折り合いをつけているような記述があるが、実際の価格だけではなくて、相模原市の地域の市民と一緒にやっていくというところで、企業と地域がどううまくやっていくかというところが、今、この委員会の中でも課題になっていると思うが、道路の動線とか、社員の方がどういうふうに通勤してくるのかとか、人の流れ、物の流れを含めて、地域とここのところをどういうふうにしていこうというのか、その辺をちょっと確認したい。
○新津企業立地推進室長　　　お手元の資料の６ページをごらんいただきたいが、この地図の斜め右方向が１６号方向になる。車の動線については、１６号線と、この左下の斜線が引いてある相模原ゴルフクラブ、ここの道路の２本を主導線と考えている。だから、ぶどう園から右側の住宅の方へ道路を通すとか、現状、神社があって、児童館があるが、そこの北側というか、上側の道路を広げて、そこを動線にするということは、今のところは考えていない。
　地元への配慮だが、今、住宅が周りを取り巻いているので、ここに集団化を図る企業については、比較的軽いというか、煙、騒音、そういったもののない企業をということで、今、考えている。
○阿部委員　　　この前というか周りの道路、結構、広いところ─産業道路はいいが、普通に走っていても離合できないようなところが結構多かったりして、勤めている方とか仕事の方は、こちらの意図するルートで移動してくれるのかもしれないが、よそから来る方とか、いろいろな人の流れが考えられると思うので、その辺も含めて、地域と企業と話が違うということのないように、市の方で細心の注意を持ってリーダーシップを発揮してもらいたいと要望だけする。
○関山委員　　　産業集積に関する住工混在の資料４ページの方である。住工混在、私も本当にずっと気にかかっていて、やっと動き出した、もう少し早かったらよかったという思いでいっぱいだが、いずれにせよ、こういう形で動き出したというのは、とてもいいことだと思っている。こちらの関係者の方に説明したということだが、そのときの皆様の反応、様子、声というのはどのようなものだったのか。
○新津企業立地推進室長　　　ここの地域については、当初、赤坂工業団地、清水原工業団地から、自分たちの工業団地を将来にわたって工業系で確保してもらいたいという話をもらって、面積的にその二つの工業団地では狭いということもあるので、その周辺へ説明に伺ったという状況である。
　そこでの声だが、この地図にもあるが、大きな区画がこの下側の方にある。ここは東急建設が持った土地を各企業に分譲した土地で、ここへ進出した企業の方も、やはり安定して生産というか、自分の工場を守っていきたい、操業したいという考えがあって、こちらに進出している企業の方からは、全部オーケーという意見をもらっている。ただし、この中で個人で所有していて駐車場等へ貸している方がいて、その方からは、工業用地を守っていくという気持ちはわかるが、自分にとっては余りメリットがないという意見をもらっている。
○関山委員　　　わかった。やはり住工混在というのは、身近で見ていても大変気になって仕方がないところで、お互いにとってマイナスだといつも思っているが、今後のこのような動き、予定を聞きたい。
○新津企業立地推進室長　　　私どもとしては、この地域が、これから準備会というか地元の組織をつくって、地区計画だから、自分たちでそのまちを考えてもらってつくってもらうというのが前提なので、その組織が固まったら、次に、宮下地域の工業地域についても、同様の地区計画をかけていきたいと考えている。
○関山委員　　　宮下地域では、地元からそういう要望があるのか。
○新津企業立地推進室長　　　現在のところ、地元からはそういった要望はない。
○関山委員　　　そういう場合は市の方から投げかけしながらという、その動きは、例えばどういう格好になるのか。
○新津企業立地推進室長　　　私どもＳＴＥＰ５０の制度を設けたが、これは企業誘致だけでなく、もう一つ大きな柱として工業用地の保全を掲げているので、これを説明しながら、この地域の将来への創業を確保するということで説明に行きたいと思っている。
○関山委員　　　わかった。赤坂、清水原工業地域のこの部分を、やはり、上手にＰＲというか、周知してもらいたいということを要望して終わる。
○友成委員　　　きょうのこの資料に直接ではないと思うので、その点、御容赦願いたいが、先月、我々議員に配付された来年度の予算編成方針で、財源確保策として、この産業促進条例に基づく企業誘致のところ、初めて市長がうたったと私は記憶している。今まではそういうことではなくて、新税を考えるとか、収納率を上げるとか、繰出金を少なくするとか、そういう点はずっと書いているが、今言ったように、企業誘致の税を確保策としてというのは初めてだろうと思うが、ということは、それだけ予算編成方針を出したわけだから、明日６件決まるとかあるが、法人税、事業所税、所得税含めて、市にとって、どのくらいの税収増になるのか。今後の見通しも含めて、総論的でいいから、今お考えの範囲で一つだけ伺いたい。
○新津企業立地推進室長　　　細かなデータは積み上げていないので申しわけないが、概略的に答える。
　今までのＳＴＥＰ５０による奨励金の認定については、大企業が１社、あとは中小企業という形になっているが、上限を５億円の奨励制度、奨励金等を持っているので、大きな企業が来て、市が５億円を支出した場合には、非常に早く税収へのはね返りがあると考えている。今現在の積算でいくと、大体、中小を考えた中で、１０年くらいで市が投資した分については回収へ回れる。１０年目以降については、純粋な税収増と考えている。
○友成委員　　　今の新津室長の話だと、私は、あえて予算編成方針の中に、別に盛り込む必要はないと私は思った。予算編成方針の財源確保策として新たに、先ほど言ったように、市長は初めて明記した。だから、我々は、もっとあると思って期待した。それが今の答弁だと、１０年後といったら、総論的に聞いたので、私はもう少し目に見えるものがあるかと思ったが、ちょっとその辺がないのでいかがなものかと思ったが、次長、どうか。
○高部経済部次長　　　それぞれの企業の立地によって、１０年とか、５年とか、その辺があると思うが、今の話は、一つは奨励金に見合う部分が大体１０年ぐらいで回収できるだろうという形だが、例えば横河電機だけをとっても、あそこは今までは未利用地だったが、ここで横河電機が立地することによって、１２月に竣工ということなので、恐らく、１月１日からの税には、はね返ってくるだろう。固都税については２分の１軽減ということなので、私どものあらあらの計算でいって、通常ベースで３億以上の試算になっているので、それが半分は確実に入ってくる。
　あと、事業所税、法人市民税については軽減措置がないので、この部分については通常どおり入ってくると考えると、これはどれだけもうかるかということで、なかなか難しいと思うが、いずれにしても、双方合わせて億以上の金は横河電機だけでも入ってくる形なので、あとはそれぞれ、今まで未利用地だったところが、軽減措置はあるが、いずれにしても高度利用されるので、そういう意味での税収効果が上がると考えている。
○友成委員　　　違う質問をもう１点するが、この企業誘致、産業集積というのは、今、どの自治体も必死になって取り組んでいる。言うならば、都市間競争に勝てるかどうかと言っても過言ではないと思うが、そういった中で、我々もいろいろなところへ視察へ行くが、やはり先進的な市などを例にとると、企業市民という言葉、昔から使われているが、今、そういう言葉がまた見詰め直されて、要するに、市の公共施設の広告料、それから維持管理費、例えば芸術文化を高める、札幌だと、８億の年間維持管理費のうち、約５億幾らは民間が全部出している。要するに、企業の皆さん方が、市を挙げて芸術文化を高めようとかいろいろなことで、事業所をそういった企業市民ということに、ぜひしていかないと、相模原市と一体的にはならないのではないかと思うが、ずっと説明を聞いていると、企業誘致だけに終わっているような感じがするし、前回の特別委員会で私は住宅政策のことも発言したが、やはりそういうのを含めて、企業、市、一体となって取り組んでいく必要があるのではないかと思うが、都市間競争に勝つという意味で、その辺を含めた決意のほどは、部長、どうか。
○戸塚経済部長　　　企業の意識も最近は相当変わってきており、先ほど「社会貢献」という言葉も出たが、地域と一体となって活動することが企業自身のイメージを高めていくことにもつながり、また、それは本来の責任論にもあるわけなので、今回の認定に当たっても、企業がどの程度、地域とのかかわりを持ったり、それは経済上のかかわりも当然あるし、また、地域の自治会とのおつき合いとか、また、商工会議所との関係とか、そういうことも聞いており、やはり、かなりの皆様が、当然だが、そういう意欲をかなり持っている。
そうした意味では、これまでも市内に既にある大企業も、いわゆるシティセールスということが企業自身の問題としてもかなり考えられており、実は最近の話では雇用の問題があって、やはり相模原は、ＣＩの方でこれまでなかなかイメージがわかない、それから特徴がないということで知名度が少ないということで、やはり雇用環境が大分よくなってきたので、悩んでいる企業もいて、そういう意味では、今、委員が言ったとおり、企業が地域に溶け込んでできることを通じて、いわば市全体のシティセールスに一役買っていこうという気持ちを通じて、やはり企業自身も、それは当然メリットがあるという意識を持っているようである。当然、私どもは、そういった力というか考えを行政の考え方とうまくマッチングをさせていきながら、今後、いわゆるこれまでの市民というイメージが、ある意味では個人に限定されているような形だが、やはり経済人の皆様、当然、ある意味では地域の大きな構成員なので、相模原市のシティセールス、あるいは先ほどあった文化、そういったものの醸成を一緒にやっていかなければいけないということで、今回の認定に当たっても、その辺の話は企業にもしっかり伝えていきたいと考えている。
○石井委員　　　最初、説明があった認定状況のところで、あした６件の認定が予定されているようだが、この内容はどういう内容なのか、聞かせてもらえるのか。
○新津企業立地推進室長　　　明日、新たに６件を認定するが、明日の認定企業は、市内の企業の新規投資が５件、市外から相模原市へ新たに進出する企業の認定が１件である。先ほど部長から説明したマッチング促進事業を活用した企業が、本社は川崎だが工場自体は町田市にあって、そちらから相模原市へ進出するものが１件含まれている。
○石井委員　　　失礼した。一緒に資料が来ていたようだが、見落としてしまった。
　今後も順調に進めていくものと思うが、もう一つは、関連して、新しい工業団地というか、そういう大きな要求が来ることも想定して、新たな工業団地も検討していくというのは一つあったと思うが、たまたま、日金工の跡地、あそこを覆って、今、更地に一生懸命やっているが、あそこの話が出たときに、実は、トヨタが本当は全部欲しいというような話が一時あったと思う。ところが、どういう経過か、トヨタでは、ちょっと面積が足りないというような話もあったということを漏れ承ったが、そういうことを考えたときに、津久井とも合併して、話があちこち飛んでしまうが、総合的に考えて、１５、６年ぐらい前か、城山境、大島の流通団地の話があった。あれなどもサテライト型の流通団地ということで、当時、建設省から補助金か何かをもらって調査したはずだが、あの話も立ち消えになってしまって、将来のことを考えると、あの辺のところも、そういう適地として挙げてもいいのではないかと思っているが、現段階では、まだ、そこまでの話は検討していないのか。もし差し支えなかったら答えてほしい。
○加山助役　　　これは、合併の問題に関連して、新市のまちづくり、こういった中で、今、相互調整をしているが、結論から言うと、合併しても、合併の効果ということの中で、特に、さがみ縦貫道等もできる。そうすると、周辺の高度利用、津久井地域の産業振興、こういったことを総合的に考えて、城山地区には、現在、一般保留フレームに基づく地域指定をされた地域がある。ここら辺についても見直しを図りながら、どういう形で産業促進ができるエリアにするかということも含めて、それと新たな産業系用地の創出ということを、今後の都市計画の位置づけを踏まえて、これから総合計画もつくるので、当然、神奈川県との調整もあるし、地域との調整もある。そういった状況を踏まえて、今話をもらった、今まであったそういう条件も含めて調整し、できるならば、産業系用地または市街化用地の拡大、創出を進めていきたい、このように思っている。
○石井委員　　　非常に前向きな答弁をもらった。将来的に考えていくと、例の小田急が相模原駅へ来て、上溝まで延伸して、その先はというようなときに、相模線沿線の土地利用を見直す時期に来ているのだろうという話がよく出る。当然、県とのかかわり合いの中で、地元だけで解決できる問題ではないが、総合的に見た土地利用計画を、ぜひこの際見直してもらって、そう遠くない将来に、いろいろな青図が期待できるのではないかと思うので、お願いしたいと思う。
　それともう一つ、先ほどの日金工の跡地の件だが、もう既に１００％、当て込みというか、そういうものは完了しているのか、改めて確認する。
○古川都市計画課長　　　日金工の跡地については、既にこの１０月２５日に都市計画決定を行って、現在、工業専用地だが、その中にイトーヨーカドーと都市型の住宅の建設も予定ということで、その件については、今、日金工がそれの開発に向けた準備を進めており、その準備と並行して、イトーヨーカドーが建設計画を進めている。残りの南側の部分だが、あそこは既に、平成１６年に、アイダエンジニアリング、セントラル自動車、スリーボンド、日本ゼトック、成玉舎に売却して、既に操業を営んでいるところもある。
　状況としては、以上である。
○石井委員　　　ちょっと確認で、セントラルの名前が出てきたが、一部取得したのか。せんだって、市長も出席して、いわゆる相模原ブランドというか、新カローラをあそこでラインオフしたということで、あそこは、いろいろなトヨタ系の救急車だとか特殊車両ばかりだと思っていたら、今度は、トヨタ戦略の一つなのだろうが、ニューカローラをあそこでやり直しして出していくということだから、なかなか積極的になってきた、やはり、あそこの土地、本当は全部欲しかったのだろうと思ったが、現状、差し支えなかったら。
○加山助役　　　日金工の跡については、今話したような土地は、すべて決まっている。そのときに、トヨタ系のセントラル自動車から、あそこの土地を全部という話が委員からあったが、実際には、そういう話はなかった。ただ、セントラル自動車はトヨタ系の企業ということで、トヨタの企業戦略上、新カローラについてはすべてをあそこで、乗用車については生産する。ワゴン系については関連の関東自動車で生産、今回、こういう戦略でスタートした。だから、あそこのセントラル自動車は、今後、主力生産車両はカローラということになる。ただ、カローラとトヨタの本社の今後の戦略上の問題があるわけで、うかつなことは言えないが、ただ、我々がトヨタ系の経営戦略をちょっと聞かせてもらった中では、今のセントラルの工場敷地では、工場そのものが非常に老朽化している。それと、生産体制を今の倍増にしていくという戦略を持っているという話をもらっている。したがって、現状の小山工業団地にある敷地面積では不足するだろうというようなニュアンスで話をもらっている。したがって、我々としては、トヨタ系の企業が今後大きくなるということに対する共同歩調というか、産業振興という面、また、雇用の増大という我々の市政の進展の面からしても、そういう企業と連携して、仮にセントラルが市外転出ということになると、これは大変な問題になるので、できるならば、今、我々はいろいろな工業系の土地利用というものを促進しているので、そういった中へでも当て込みをしたり、また、今の小山工業団地の中で、そういったものが市内のほかに転出する場所があれば、そういったものを積極的に支援しながら、雇用の増大または企業の経営拡大に伴う市税の増大、こういったものにつなげていきたいと思っている次第である。
○石井委員　　　けさの新聞にも出ていたと思うが、今、カローラというのは世界一生産台数の多い機種で、日本での販売台数も当然、ホンダと１位になったり２位になったりやっているが、今回は完全にダントツでトップというような記事が出ていた。それだけのブランドを持っている会社がこれから増産ということになると、あそこでは手狭だからよそへという話も当然考えられるが、今までの歴史から考えて、そういうこともなかろうと思うが、その辺は十分連携をとりながら、また、さっき、企業セールスのような話もあったが、いろいろな場面で連携をとりながら、お互いに利益が出るような方向を目指していってもらいたいと思う。
○久保田（隼）委員　　　これが施行されて、ちょうど丸１年を迎えたわけだが、私としては、ある程度の成果が出ているものと思っているし、神奈川県のインベスト神奈川というのは、既に予定をオーバーしてしまって、もうやめようかという話もちらちら聞いているが、県にしても、各市にしても、この産業集積を一生懸命やって、それなりの成果が出ているものと私は思っている。
　ただ、私、相模原市の場合に、工業用地が余りにも少な過ぎるという認識を今でも持っているし、工業新聞などをよく見ると、各県にしても、市にしても、こういう土地があるからどうかというＰＲ活動が毎日のように新聞に出ているが、相模原市の場合には、具体的にどこに企業を誘致するのか、その場所そのものが確保されていないような気もする。
　それで、私、前からいつも思っているが、農振農用地の問題、本当に収益性のない土地を安い税金で確保して、要するに、野菜をつくるのではなくて、草が生えないために耕しているような土地を、私は、もっと活用すべきだろうと思う。そのためには、やはり思い切った改革が必要ではないかという気はするが、市にしても、農振農用地に非常にこだわっている。私は、もう農振農用地を見直す時期に来ているのではないかという気がするが、市としての農地に対する今後の取り組みはどうか。産業集積とあわせて、私は農地を変えていかない限りは拡大はないと思うし、税収を図るためには農地を思い切って活用することだろうと思うが、助役、どうか。
○加山助役　　　今言われたように、土地利用については、その時代、時代、また、市政の進展度合い、こういったものを見きわめながら、適正な土地利用をすることが一番重要だと思っている。そのために土地計画用途の指定をしながら今日まで来ているが、本市の場合は、いろいろ経済情勢等もあるが、経済力、特に、工業を中心にして市政進展を図ってきたということもある。今までの９０平方キロ、こうった中では、土地利用というものは、かなり過密化してきているということは、現状、だれが見てもそのとおりだと思っているし、そういった中で、工業系用地をさらに増大することの必要性は十分感じている。そういった中で、我々は調整区域の解除、こういったこともいろいろ働きかけをしたり、新たな政策展開もしているが、その中の一環として、今回の産業集積条例に伴う、いろいろな誘導策等もやっているし、あわせながら、調整区域の解除、こういったことも神奈川県に働きかけをしている実態がある。しかし、抜本的には都市計画用途の見直しが大きな問題になるだろうと思っているが、なかなか都市計画用途の見直しというのは、県全体のレベルの中で見てきて、そういう指定がされている経過があるが、本市の場合は、津久井４町との合併を含めた中で、市域全体で今後３００数十平方キロを持つ地域としてどうあるべきかということを見直さなくてはいけないということで、神奈川県とも十分調整していきたいと思っているが、そういった意味では、現在の旧相模原市域９０平方キロの中で工業系をどう見直すかという意味では、調整区域をどのように解除するかということだと思う。したがって、現在行っている特定保留地域、いわゆる新磯、麻溝台とか、原当麻地区とか、そういった地域の指定をしているが、さらに拡大する必要性があると思っている。
ただ、農振農用地の３３２ヘクタールについて、即それをすべて工業系というのは、なかなか難しいと思っている。それはなぜかというと、やはり、都市における適度な空間、農業を中心にした適度な空間ということの中で、そういう指定もされているということもある。したがって、その解除については、どこを解除していったらいいかということは十分検討しながら、その対応をしていく必要性はあると思っているが、一部、工業系とか一般の都市化を推進する必要性、また、それに適した農用地、農振地域、こういったものがあるとすれば、それは県とも調整しながら、解除に向けて進めていく必要性があると思っている。ただ、ここでそこがどこだということは、なかなか言い切れないと思っているので、その辺については、今後の新市というか、津久井４町との合併に絡めた土地利用全体の見直しも考えているので、そういった中で対応したいと思っている次第である。
○久保田（隼）委員　　　私は、農業をすべてやめてしまうというようなことではなくて、要するに、農業の工業化ということで、農地を活用した新しい産業を誘致することが大事ではないかという気がしている。広島に視察に行って日本農園というところを見たが、やはりあそこも、要するに、工場だが、野菜をつくっている。そういった農地を活用した工場の誘致をもっと積極的にやるべきではないかという気はするので、ぜひそういったこともあわせて、今後、取り組んでもらいたい。まだ、あと４年間あるので、いろいろと新しいものを誘致するように積極的にやってもらいたい。要望して終わる。
○西村委員　　　２点質問する。
　１つは、今の土地利用の観点で進行しているというのはわかるが、やはり、まち全体の状況、今、農業の問題で言われたので、そういう観点もお持ちだということはわかったが、やはり、今必要だ、必要だでその部分だけが進んでいったときに、後で全体のまちとしてどうだということが必ず起こると私は思う。今の加山助役の回答で、一面的ではないということは一応わかったが、しかし、そういう意味で、もう一言伺いたい。
　例えば、当然、地元の雇用にしろ、市外からの移転にしろ、住民がふえていくと思う。今、本当に、旧市内の居住者がこれ以上ふえていくことを余り歓迎しない人が多いと思う。それでも、こういう仕事をすれば、当然その部分の人口増が見込まれるわけで、その際の公共施設とか、例えば大きな工業団地をつくった場合には、そこに公園、保育、学校、病院、そういうものが絶対必要になっていくと思うが、その点は、どこでどんなふうに考えているのか。企業立地推進室で、今後、そこも考えるのか。
○戸塚経済部長　　　大分イメージの大きい話になるので、なかなか答えが難しいが、先ほど助役が答えたが、残念ながら、ある意味では、北海道のように広大な土地に大きな工業団地をつくって、何十社も呼ぶというようなイメージの工業団地をつくることは難しいだろうと思う。当然、相模原はこれまで人口増が非常に激しくて、その都度、状況を見ながら、学校をつくり、保育所を整備しということをやってきたが、今、私どもが、この条例に伴って出てくる企業がどのくらいあるかということを見ていると、必ずしも雇用については、当然、今、残念ながら職を離れた方々を優先的に雇用してほしいという気持ちはあるが、いわゆる、そこで来る企業に伴って、病院あるいは学校をつくりというような大きな話に結びついていくことは、これまでの状況を見ると余り考えられない。また、これから開発を目指そうとしている用地創出があっても、ストレートにそういうようなものが要求として出てくるものはないと思っている。また、そういうところまで経済部で考えるのかという話だが、当然、そういうことになると、教育委員会あるいは福祉とか、そういったところと、いろいろこういう条件の中で、いわゆる様態が変わってくるので、庁議にかけていきながら議論をしていくべきと思っている。
○西村委員　　　当然そういう答えだとは思うが、やはり部署、部署で真剣に仕事をしようとすればするほど、行け行けどんどんになる可能性は非常に多い。私は、そこの部署の方がその部分だけで考えていくのが進行していった結果、あちこちに非常に矛盾が出てくることは見込まれるわけで、その点では、ある種、加山助役とか、責任者の指導的な位置にいる方が調整することになるとは思うが、私たち議員は、やはりそういう観点でも、企業立地、土地利用のところを見ていかないといけないのではないかという意味で、ちょっと指摘した。
　それに関連して一つ、先ほど、雇用の問題が出た。この条例がつくられる１年前のときにも、市民の雇用の促進になることというのが非常に出されて、強調されていた記憶があって、それをもちろん数の確定みたいなことはできなかったにしても、今聞いていると、結局、努力義務でしかない。これでいいのかという点について、一言答えをもらいたいと思う。雇用がふえることによって、税収が市民税的にもふえるということがあるのと同時に、法人的な企業としての税収が非常にふえる見込みであるというところを盛んに強調したが、そこの部分も、きのう、きょうの報道を見ると、政府の方針として、企業に対する減税策は相当大きいようだから、今後も見通しどおりいくかというのは、非常に不安定な要素も出てきている。そういう意味では、私は、やる以上は、どういうメリットがあったか、どう生かして市民にプラスになるのかということをやはり追求する上では、雇用問題というのは外せないと思う。そういう意味で、一言お願いする。
○戸塚経済部長　　　雇用の問題については、実は、大分、環境が変わってきたというのがある。条例をつくる１年前から雇用環境が変わってきているということで、現実的な話をすると、今回の奨励金に該当する企業が、実は募集したところ、相模原市内の方がなかなか集まらないという状況もあって、市外から採らざるを得なかったという話もあった。基本的には、条例を審議してもらう際にも話したとおり、やはり雇用の問題というのは非常に大きな問題というふうにとらえているので、先ほど室長が答えたが、創業時は、やはり、一つの大きな目安だと思っている。しかしながら、必ずしも雇用の問題は創業時だけではないので、私どもは協定書も結んでいるので、努力義務ではあるが、当然それは努力すべき義務なので、創業してからでも、引き続き企業との関係は十分保っていきたいということで、ああいう協定をきちんと結んでいるので、創業時だけではなくて、やはり、引き続き環境の変化をにらみながら、企業の方には雇用を促進してもらうように話はしたいと考えている。
○西村委員　　　わかった。これ以上しないが、今後も指導すると受けとめていいのかと思う。その際、やはり口約束でなくて、できる限り確定的な約束になるような努力を、ぜひ、してほしいことをお願いしておきたいと思う。
○小池委員　　　１点質問したいが、まず、産業集積の中で、インベスト神奈川と併用した形で立地した件数と、また、併用でやりたいというような申請とか相談状況というのは、今どのようになっているのか教えてもらいたい。
○新津企業立地推進室長　　　インベストと相模原市のＳＴＥＰ５０を併用した企業だが、併用した件数としては９件ある。合併前の津久井町でインベストを適用した企業が１社あるので、併用したのは９件、インベストを受けたのは１０件ということである。
○小池委員　　　今の申請の団体とか相談の中で、さらにインベスト神奈川と併用してやりたいというような状況はあるのか。
○新津企業立地推進室長　　　これから出てくるものについて、インベストと併用するものはある。２件は確実に併用かと考えている。
○小池委員　　　先ほど久保田委員も言われたように、新聞で、県がインベスト神奈川は、もう今年度でやめるみたいな記事があった。それの事実確認というのは県にしているのか確認したい。
○新津企業立地推進室長　　　神奈川県の方へは確認している。県としては、今の制度を存続するかどうかという点で、各市の意見を聞いたりしている状況である。確実に何らかの変更はするという前提と聞いている。
○小池委員　　　私もその新聞を見たときに、これはまずいと思って、県に直接確認したら、逆に怒られてしまって、いや、やめないですよと言われた。私も、例えば市外から起業しようと考えるときって、まず、県単位で見ると思う。このまちでやろうなんて思うところは、政令市以外ないと思う。まず、県を見て、県でこういう制度をやっていると思ったときに、神奈川県を選んだ後に、神奈川県内の市内のどこでやろうかというのと結びつくと思う。今の市の産業集積の方策というものが結びついて、では、相模原でやろうという考え方を持ってくれると思うので、ぜひとも県とも協調というか、県がインベストをやめてしまうと、ちょっとそれも市にとっては悪影響になってしまうので、その辺ちょっと協調をとってやっていった方がいいと思うので、ぜひともその辺、検討してほしい。お願いする。
○大上委員　　　５ページで起業立地マッチング促進のスキームが出ているが、このコーディネーターというのは、ほとんど不動産業関係の方なのか。
○新津企業立地推進室長　　　コーディネーターとして登録した中には、建築業、金融機関、農業協同組合が含まれている。
○大上委員　　　市の宅建業界等の説明とか、そういう関係は特に話はしているのか。
○新津企業立地推進室長　　　この制度をスタートさせる前、５月から受け付けを始めたが、その前に宅建業界に伺って説明した。
○大上委員　　　産業用地の促進ということではすごくいいと思うが、先ほどの説明の中では、１０件申請があった中で契約が１件ということだと、ちょっとこのスキームとしては、成績としては低いと思うが、この辺の評価はどう見ているか。
○新津企業立地推進室長　　　形としてこのスキームにのせてきたのが３件あって、うち１件が土地の売買まで成立したが、先ほどの説明にもあったように、市に、土地はないかという相談は非常に多く寄せられている。私どもで、こういう制度があるので、これへのせるかという意向の確認をすると、これへのると、言い方がちょっと雑だが、おまえのとこ、もうかっているのではないかと、どうも漏れてしまうということがあって、ここへのせてくることについては企業側がちゅうちょしている状況で、こういう数になっていると思っている。
○大上委員　　　私は、確かに、企業としては、そういう意向があると思う。他都市では、これは産業誘致とは直接関係ないかもしれないが、個人の私有財産を相続との関係で市に登録しておく制度、自分が亡くなったらということもあるし、そういう部分で、このスキームの中で、地権者と市という直接的な、せっかく産業振興課があるわけだから、市と地権者、市と企業、こういうスキームがあれば、企業側としても、自分たちの情報が守られるというか、そういう意味で非常にメリットが出てくるのではないかと思うが、そういうふうな形で、国有地の情報とか県有地の情報なんていうのは、市の方がいろいろな意味では有利に情報を持っている部分もあるから、そういう点で、このコーディネーターも、確かに広い意味では有効かと思うが、そういうスキームも一つは考えられるのではないかと思う。その辺はどう考えているか。
○新津企業立地推進室長　　　ただいまの意見、地権者から何かあったときにはこういう用途で売却するというふうな話をストックしたらどうかというふうに聞いたが、今、このスキームで、実際にこのマッチング促進事業を進める際に、私どもが不動産業界に説明した際に、やり過ぎると我々の商売を阻害する部分が出るということを非常に言われている。このスキームは、そういった部分を市が積極的にあっせんする形になっていない。やはり、民間企業の方、業界の方ができる部分は任せるというスキームでやっているが、また時代を見ながら、有効な手だてがあれば検討していきたいと考えている。
○大上委員　　　確かに、この形にこだわらずに、市の政策としてオープンな形で、そういうものの情報提供ができるといいと思うが、今は何でもインターネットの時代で、だれでも検索できるような形になってしまうと、どうしても情報が公開という形になってしまうが、その辺、何か網がかけられるような形で、うまくいけばということを考えていたものだから聞いた。
　また、先ほど来、友成委員とか、いろいろ、るる出ている住宅政策とか、そういう部分で、市の政策として、これから津久井４町という形の中で、今回も三ケ木、ある中で、やはり少子化対策というか、企業に施設の育児関係、保育園とかそういう部分で政策的に取り入れられるようなものを、せっかく貴重な税金を使って融資するという中で、市の政策として、今度、新しく新総合計画ができる中で、企業の中にもそういう部分の、これから相模原市に長くいてもらうために、住宅も少子化対策も含めて、長く雇用を続けてもらうという意味で、何かそういう方策を取り入れていってもらうようなことを、ぜひ要望したいと思う。
○折笠委員長　　　他にないか。（「進行」と呼ぶ者あり）
　ないようなので、本件に関する質疑は終わる。
　なお、この際、他に発言があったらお願いする。（「進行」と呼ぶ者あり）
　ないので、以上で審査を終了する。
　それでは、意見をたくさんもらった。次回は本特別委員会の中間報告の案を提示したいと思うが、それでいいか。─
　中間報告を出す前に、一度、皆さんに諮りたいと思う。その日程等については、３月定例会の本会議の日に合わせて考えているので、日程は先になるが、調整の上、皆さんに事前に資料等も添付して、お知らせしたいと思う。
　事務局から何か説明があるか。─
　では、３月定例会の初日ごろに合わせて、資料等は事前に皆さんのお手元に配付して意見を伺うことにしたいと思うので、よろしくお願いする。
　以上で産業集積対策特別委員会を閉会する。
　　　午前１０時５０分　閉会
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